
平成２５年度決算について 

 

平成２５年度決算は平成２６年５月２１日に監事の監査報告を受け、平成２６年５月 

２８日に理事会で議決され同日開催の評議員会で報告されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．平成２５年度消費収支計算書の概要（前年度対比） 

【消費収支計算書とは】 

企業会計の損益計算書にあたるもので、主に財政の健全化を測定する尺度として用い 

られます。学生生徒等納付金等の学校法人の負債とならない収入である「帰属収入」か 

ら「基本金繰入額」を控除した「消費収入」と、人件費、教育研究経費等、資産の消費 

額である「消費支出」の差額を計算することにより、消費収支の均衡状態を明らかにし 

ます。「消費収入」と「消費支出」のバランスをとることが重要であり、利益の多寡を明 

らかにする企業会計の損益計算書とは目的が異なります。 

 

【平成 25年度の概要】 

  平成 25 年度の帰属収入は 74 億 5,798 万円で、前年度と比較すると 2 億 5,247 万円の 

増収となりました。 

歯学部の学生数減少より学納金収入が減収となるなか、附属病院、横浜クリニックの

医療収入の大幅な増収、および平成 23 年度に減損処理を行っていたノルウェー輸出金融

～ 平成２５年度決算 ～ 

 

 歯学部学生数の減少により学納金収入は対前年度比で減収となったが、附属病院、横浜ク

リニックの医療収入の大幅な増収、および平成 23 年度に減損処理を行っていたノルウェー

輸出金融公社債の早期満額償還による資産売却差額、アベノミクス効果により想定外の円安

が進んだことによる為替差益等の臨時的な収入により前年度比で 2 億 5,247 万円の増収と

なった。支出面では、横浜クリニック及び実習棟、教室棟の設立時に購入した備品の減価償

却が平成 24 年度に終了し、減価償却費負担が軽くなったことを主要因として前年度比で 3

億 191万円の支出減となり、前年度に引き続き、帰属収支差額の黒字化（8億 823万円※）

を達成することが出来た。また、教育研究キャッシュフローも前年に引き続き黒字（8 億

3,841万円）を計上しており、本学の経営状態は、日本私立大学振興・共済事業団が定める

「定量的な経営判断指標に基づく経営状態」において、正常状態とされるAランクに格付け

される。 

 しかしながら、平成 26 年度より、歯学部授業料の値下げによる収入減が懸念される中、

人件費比率は全国平均に比べ依然高い状況にあり、今後の大きな課題である。 

※資産売却差額を除いた経常的な帰属収支差額は 5億 1,520万円 



公社債の早期満額償還による資産売却差額、アベノミクス効果により想定外の円安が進

んだことによる為替差益等、臨時的な収入があり、前年度比で増収となりました。 

 

 消費支出は 66 億 4,975 万円で、前年度と比較すると 3 億 191 万円の支出減となりまし

た。 

横浜クリニック及び 1 号館・2 号館（旧実習棟・教室棟）設立時に購入した備品の減価

償却が平成 24 年度に終了し、減価償却費負担が軽くなったことによる教育研究経費の支

出減、また、前年度は閉科となった短大文系学科の図書除却（1 億 6,812 万円）を計上し

たため、消費支出が大幅に増加した（本年度はこれがなかった）ことが要因としてあげ

られます。 

 

２．平成２５年度資金収支計算書の概要 

【資金収支計算書とは】 

当該会計年度(4 月 1 日から翌年 3 月 31 日）の諸活動に対応するすべての資金の収入お 

よび支出の内容を明らかにし、その年度における支払資金の収入と支出との顛末を明ら 

かにすることです。当該年度の実際の現預金の動きを明らかにするために、調整勘定を 

設けています。 

 

【平成 25年度の概要】 

資金収入、支出とも消費収支計算書の概要の通りです（消費収支固有の現物寄付、退 

職給与引当金繰入額、減価償却額、資産処分差額、徴収不能引当金繰入額は除く）。 

設備関係支出は図書支出 2,104万円や歯学部の能動的学習支援システム（CampusMagic）

等を整備し、1 億 3,543 万円となりました。前受金収入は、平成 26 年度入学生より歯学

部の授業料を減額したことにより、1 億 1,361 万円の減収となりました。 

学生生徒等納付金収入～雑収入までの収入合計 74 億 3,291 万円から、人件費支出～設 

備関係支出までの支出合計 62 億 3,085 万円の差が＋12 億 206 万円となり、前受金収入 

や資産運用支出、その他の収入・支出調整勘定の差が△1 億 8,123 万円で、その合計 10 

億 2,083 万円が前年度繰越支払資金から増加し、次年度繰越支払資金は 49 億 2,130 万円 

となりました。 

 

３．平成２５年度貸借対照表の概要 

 貸借対照表とは当該会計年度末の資産及び負債・基本金・消費収支差額を明らかにし、

学校法人の財政状況を一覧としたものです。 

 

 



【資産の部】 

 有形固定資産の減少は、建物・構築物・機器備品の減価償却及び耐用年数が過ぎた資産

の除却によるものです。  

 

【負債の部】 

 退職給与引当金は、期末の必要額（要支給額）を基に、私立大学退職金財団の掛金の累

計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の 100％を引き当てています。 

 なお、本法人の借入金はありません。 

 

【基本金の部】 

学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべき

ものとして、その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とし、以下の第１号基本金

から第４号基本金があります。 

 

第１号基本金・・・「学校の設置や規模の拡大その他学校法人の諸活動の計画に基づいて、

学校法人が継続的に保持すべきものとして一定の資産を定め、これら

の資産の額」に相当する金額 

 建物や構築物、機器備品、図書など取得した固定資産の取得額 

 

第２号基本金・・・「学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模の拡大若しくは

教育の充実向上のために将来取得する固定資産の取得に充てる金銭そ

の他の資産の額」に相当する金額 

将来取得する固定資産の取得に充てるための積立額 

 

第３号基本金・・・「基金として継続的に保持し、かつ運用する金銭その他の資産の額」 

元本を継続的に保持運用することにより生じる果実を教育研究活

動に使用するために、寄付者の意思又は学校法人独自で設定した

奨学基金、研究基金、海外交流基金等 

 

第４号基本金・・・「恒常的に保持すべき資金の額」に相当する金額 

経常的な消費支出の１ヶ月分 

 

 

 本年度は、前年に減価償却の終了した横浜クリニック、旧実習棟・教室棟の備品を除却

したことにより、基本金取崩額 12 億 8,048 万円を計上した。年度末の基本金合計額は、 

318 億 9,054 万円となり、内訳は以下の通りです。 

 第 1 号基本金 311 億 4,054 万円 

 第 3 号基本金 8,600 万円 

 第 4 号基本金 6 億 6,400 万円 

 

 



４．財務情報に係る経年変化 

 

教育研究活動のキャッシュフロー推移 

 

 

 

 

帰属収支差額推移 
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平成21年度～平成25年度 財務比率比較表（法人）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
平成24年度
全国平均

財務比率の
高低の評価

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入-消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

学生生徒等納付金

帰属収入

寄付金

帰属収入

補助金

帰属収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出

固定資産

総資産

有形固定資産

総資産

その他の固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

運用資産-総負債

総資産

運用資産-外部負債

消費支出

自己資金

総資金

消費収支差額

総資金

固定資産

自己資金

固定資産

自己資金+固定負債

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

現金預金

前受金

退職給与引当特定預金（資産）

退職給与引当金

基本金

基本金要組入額

減価償却累計額(図書を除く）

減価償却資産取得価額（図書を除く）

（注2） 財務比率の高低の評価  △ 高い値が良い    ▼低い値が良い    ～ どちらともいえない
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1 人件費比率

4 管理経費比率

5
借入金等
利息比率

64.2 58.3 49.555.7 ▼

2 人件費依存率 101.4 108.4 94.0 ▼

3
教育研究
経費比率

42.1 30.6 36.1 △

14.7 10.2 7.2 ▼

0.0 0.0 0.3 ▼

6
帰属収支
差額比率

△ 39.2 0.2 4.8 △

7 消費収支比率 143.2 99.8 105.296.9 89.2 ▼106.0

8
学生生徒等
納付金比率

63.3 53.8 52.6 ～55.1

9 寄付金比率 0.4 0.4 1.9 △0.4

10 補助金比率 4.8 4.9 10.3 △5.8

11 基本金組入率 2.7 0.0 9.9 △0.1

12 減価償却費比率 16.8 13.4 10.0 ～13.2

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

1
固定資産
構成比率

2
流動資産
構成比率

4
流動負債
構成比率

1-3
その他の固定資産

構成比率

8
消費収支差額

構成比率

1-2
有形固定資産

構成比率

87.9 89.2 85.887.4 ▼80.0

67.2 64.6 59.0 ▼58.6 55.8

12.1 10.8

20.6

14.2 △

3
固定負債
構成比率

8.7 8.6 8.88.3 ▼

5.2 4.0 5.94.2 ▼

7
自己資金
構成比率

86.1 87.5 85.3 △87.5

△ 32.8 △ 32.4 △ 15.4 △

9 固定比率 102.0 101.9 100.5 ▼99.8

10
固定長期
適合率

92.7 92.8 91.1 ▼91.2

11 流動比率 233.0 273.1 242.8 △302.7

12 総負債比率 13.9 12.5 14.7 ▼12.5 12.1 11.2

13 負債比率 16.1 14.3 17.2 ▼14.3 13.8 12.6

14 前受金保有率 290.4 272.1 357.2 △330.3 608.8 978.7

15
退職給与

引当預金率
100.0 100.0 57.4 △100.0 100.0 100.0

16 基本金比率 99.9 99.9 96.9 △99.9 102.2 102.4

17 減価償却比率 54.9 49.5 ～58.1 60.8 60.6

24.6 26.8 △25.0

△5
内部留保
資産比率

△1.51.3

18.9 22.9 26.4

（注1） 平成24年度全国平均（大学法人）は、日本私立振興・共済事業団の「今日の私学財政」（平成25年度版）
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１．法人の概要

（単位　人）

平成24年度 平成25年度

歯学部 120 720 632 588 81.7%

大学院　歯学研究科 18 72 79 79 109.7%

神奈川歯科大学　計 138 792 711 667 84.2%

歯科衛生学科 120 360 216 246 68.3%

看護学科 80 240 282 280 116.7%

湘南短期大学　計 200 600 498 526 87.7%

平成24年5月1日現在の人数                 （単位  人）

神奈川歯科大学

学部・学科 入学定員 総定員学校名

※在籍学生数は平成25年5月1日現在の人数

   （１）設置する学校・学部・学科および入学定員、学生数の状況

在籍学生数

平成25年度　事業報告書

25年度
充足率

神奈川歯科大学短期大学部

   （２）役員・教職員の概要

男 女 歯 男 女 短

男 女 男 女 男 女 男 女 計 計 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 男 女 男 女 男 女 計 計 計 男 女 計

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X

学 長 ・ 副 学 長 1 1 1 1 1 1

教 授 2 4 9 1 12 25 1 26 (2) (2) 2 3 2 1 4 4 8 29 5 34

准 教 授 3 3 6 8 17 17 (2) (2) 1 1 1 4 2 5 7 19 5 24

講 師 4 11 4 25 7 36 11 47 (8) (3) (11) 3 1 4 1 7 8 37 18 55

助 教 5 1 22 10 1 22 12 34 (4) (4) (8) 3 6 9 9 22 21 43

助 手 7 1 1 1 1 2 (1) (1) 1 2 1 2 2 4 3 3 6

教 員 6

[ 小 計 ] 7 26 6 68 18 1 1 102 25 127 (16) (8) (24) 3 11 6 16 9 27 36 111 52 163

事 務 系 職 員 11 5 10 13 22 18 32 50 4 3 7 2 3 2 2 4 5 9 2 2 4 28 42 70

( 司 書 ) 12 (3) (3) (3) (3) (3)

技 術 系 職 員 13 2 2 2 2 2

労 務 職 員 23 1 1 1 1

薬 剤 師 15 2 2 2 2 2 4 4

診療放射線技師 16 2 2 2 2 1 3 4 1 5

技 工 士 17 9 2 9 2 11 1 1 10 2 12

臨床検査技師 18 3 3 3 2 2 5 5

歯 科 衛 生 士 19 30 30 30 20 20 50 50

医 師 25 1 1 1 1

看 護 師 21 16 16 16 14 14 1 1 1 31 31

視 能 訓 練 士 22 1 1 1 1

[ 職 員 小 計 ] 16 63 15 22 31 85 116 8 44 52 2 3 2 3 4 6 10 2 2 4 45 137 182

合 計 7 26 6 84 81 16 23 133 110 243 8 44 52 5 14 8 19 13 33 46 2 2 4 156 189 345

特 任 教 員 34 30 7 37 30 7 37

医 員 （ 5 日 ） 26 25 18 25 18 43 25 18 43

医 員 （ 3 日 ） 27 2 2 2 2 4 23 19 42 25 21 46

特 別 研 究 員 28 4 2 2 2 6 4 10 6 4 10

研 修 歯 科 医 29 53 16 53 16 69 11 5 16 64 21 85

非常勤（有給） 30 21 2 41 7 62 9 71 4 1 5 14 10 14 10 24 80 20 100

非常勤（無給） 31 2 77 16 106 17 185 33 218 2 1 3 187 34 221

客 員 教 授 33 46 46 46 46 46

パ ー ト 32 1 1 31 12 2 43 45 13 30 43 2 2 2 15 75 90

法 人

総

計

[ 一 般 ] [ 基 礎 ] [ 臨 床 ] [ 歯 大 ] [ 衛 生 ] [ 看 護 ] [ﾋｭｰｺﾐ ] [ 短 大 ]

短 期 大 学 部 Ｋ Ｄ Ｃ ㈱

総
男
計

総
女
計

歯 学 部 横浜クリニック



 

 

２．事業の概要 

（１）神奈川歯科大学 

＜教育改革の実施＞ 

平成 25年度は、新カリキュラムの実施と共に、アドミッションポリシー、カリキュラム 

ポリシー、およびディプロマポリシーに従って、歯学教育課程全体の見直しと授業改革 

を行った。 

１）新カリキュラムの骨子 

学生の着実な学修を可能にする学士課程プログラムの完成を目指して構成した。 

歯科医師になるための基本的な学修体系を大きく 3 本の柱に統合し、①歯科咬合

医療系、②生命科学口腔病態系、③社会と歯科医療系、とした。 

２）学期を 5つのステージに細分化 

      これまでの前期後期制から 7週を 1ステージとする 5ステージ制に変更した。 

３）成績評価方法の改善：GPAの導入 

４）教育補助員の新設と成績・出欠席管理、能動的学修システムの構築 

教員による出席管理を全面的に改め、総合教育部に教員補助員を常置して出席管

理を行うこととした。教育補助員が各授業の出席をとり、その日のうちにすべて

の学生の出席状態を把握し、欠席が続いている学生には早期に連絡をとる、ある

いは父母への連絡も遅滞なく行うこととした。 

 

＜組織改革＞ 

１）教員組織の大学院への移行 

国家的に大学院の重点化が叫ばれている。大学院重点化の趣旨は、大学の大衆化で 

損なわれつつある研究機能を、大学院の重点整備によって充実させ、大学の国際競

争力をつけることである。本学では、これらの趣旨に沿って、平成 25年よりこれま

で歯学部に所属していた教員組織を大学院に移行させ、大学院歯学研究科を置き、

これによってほとんどの教員は大学院の専任教員となり、歯学部教育を兼任すると

いう形に変更した。 

２）湘南短期大学の名称変更→神奈川歯科大学短期学部 

  短期大学と神奈川歯科大学とを融合させることを目的として湘南短期大学の校名を 

  神奈川歯科大学短期大学部に変更する申請を提出し、平成 24年に認可された。 

 

＜入学生確保＞ 

平成 26年度学生募集に関しては、学納金総額を 355万円減額したこと、歯学部を希望す 

る学生が増加傾向にあることなどの効果で、113名を入学させる結果となった。 

 

（２）神奈川歯科大学大学院歯学研究科 

 文部科学省「第 2次大学院教育振興施策要項」の指針に沿い大学院改革を進めている。 

 



 

 

＜施策展開＞ 

 １）大学院生の確保による定員の継続的な充足 

     大学院入試を 3期行い、合計 17名の合格を出した。 

    ２）課程制大学院における教育と審査体制の充実 

    ３）高度な大学院教育に対応した教員と事務職員の育成 

    ４）災害医療歯科学の教育研究の推進 

文部科学省戦略基盤形成支援事業の中間年にあたり、最終円に向けての評価を行った。 

 

 

（３）神奈川歯科大学短期学部 

【歯科衛生学科】 

１）教育について 

①教養教育 

リメディアル教育に新宿セミナーの講師を招聘し、「生物」を実施した。 

②専門基礎分野 

  介護技術実習を、看護学科教員および歯科大学教員の指導のもと行った。 

③専門分野 

 歯科衛生士概論・歯科臨床歯科医学・歯科予防処置論・歯科保健指導論・歯科診療 

 補助論は、専任教員が授業を行った。成人歯科学Ⅴ（障害者歯科）、口腔外科学、歯 

 科放射線･臨床検査は神奈川歯科大学の非常勤講師に依頼し、学生の指導等細部（特 

 別試験など）に渡って支援していただいた。 

④選択必修分野 

「臨床基礎統合ゼミ」は国家試験合格率を上げるために、科目担当の全教員が専門的 

な授業をゼミ形式で行った。 

⑤メインテナンス科 

歯科衛生士および歯科医師による歯科医療の専門性の確保など、病院全体の診療の

効率化を図ることを目的に、ブラッシング指導や簡単な歯石除去、またインプラン

ト患者のメインテナンスなどを実施した。 

２）研究 

チーム研究を奨励することで、若い教員の研究力向上に努め、原著 5部が発表された。 

３）学生確保 

歯科衛生士希望者の母集団が減少しているなか、歯科衛生士の魅力について広報（高

校・中学・小学校）を行った。 

４）歯科衛生士国家試験 100％合格 

平成 25年度は 1名が不合格となり合格率は 98.1％であった（全国平均 97.1％） 

   ５）就職 

歯科衛生士の求人は学生 1名に対して約 24倍であった。3月末日での就職決定者は 

92.3％（うち 11名の学生が神奈川歯科大学附属病院・横浜クリニックに就職した）。 



 

 

 

【看護】 

１）入学生確保 

 神奈川県内で看護師養成機関の開設が平成 25年度は 3校、平成 26年度 3校と相次い 

で行われている結果、平成 25年度出願動向と比較すると出願者は減少した。 

 

２）教育の改善 

  第１０３回看護師国会試験 ８０名合格（合格率８６．９％） 

 

    

（５）附属病院 

１）経営改善 

資金収支で 3年連続黒字化達成、消費収支ではじめて黒字化が達成された。 

【具体的な施策】 

 ①保険請求の適正化と再診間隔の短縮 

 ②スタッフ人事評価制度の導入 

 ③メインテナンス科の新設 

 ④技工物の内製率向上 

⑤物品管理の一元化 

 

２）教育改革 

【臨床実習】 

①学診を総合診療科Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの 3科に再編 

②実習期間を 2年間に延長 

③実習計画書の提出を義務化 

④病理、解剖、細菌、薬理、衛生の臨床座学を新設 

⑤客観的三領域評価を導入 

臨床実習管理室の新設 

⑦進級判定の厳格化 

【臨床研修】 

 ①専門医育成委員会の新設 

②専門医育成プログラムの策定を開始 

③研修医や医員を対象として博士号取得のための社会人大学院学費優遇制度の新設 

    

３）診療改革 

【医療安全】 

     ①医療安全マニュアルの見直し 

②ICTラウンドの導入（ICTを編成し、各科の点検調査を実施） 



 

 

    【専門性の向上】 

①専門性の高い外部人材の登用（4科で外部からの専門医を採用） 

②専門外来の再編（先端材料診療科の新設） 

③CAD-CAM技術の導入 

    【初診対応の強化】 

①総合診断科の新設 

②無計画診療の防止（総合診断科主催の症例検討会を定常化） 

③POS記載の徹底 

 

４）その他 

  【新病院の設立準備】 

①新病院設立準備委員会の設置 

②病院視察と分析（全国の主たる歯科病院を視察） 

 

 

（５）横浜クリニック 

  １）事業実績 

大幅な経費の見直しよる体力強化と収入増加のための組織作りの準備期間として執行

した結果、クリニック全体として対前年度比＋9.38％（医療収入＋10.8％）の収入増

となり、設立以来初となる資金収支上での黒字化を達成した。 

 

２）24年度から計画・実施している施策 

 【患者サービスの向上】 

①診療受付時間の延長（平成 25年 7月より、診療終了時刻を 18時迄に試験運用） 

②売店の充実 

③地域医療連携の促進 

 地域医療連携・広報室の設置 「医療連携室レター」創刊（３カ月ごと） 

④新規医療分野の展開と先進医療の促進 

 

【支出削減】 

   ①バーコード化による物品管理 

   ②業務委託契約の抜本的見直し 

    平成 25年 10月より診療科受付業務を直接雇用へ 

    対前年度比△１３．７％削減 

 

３）医療収入の改善 

       ①医科患者獲得のための営業活動強化 

②レセプトの徹底点検（成人歯科を中心に審査会構成員による個別指導） 



 

 

③広報活動の強化 

 

４）職員の意識改革 

① 自己申告による個人別到達目標の設定と評価 

② 診療科別事業計画の提出と前年度実績に基づく予算配分 

 

５）人事制度の改革 

①職員の職務内容の総点検と適正配置 

平成 25年度より評価・育成制度を導入 

②附属病院（横須賀）との人事交流 

平成 25年度より、歯科衛生士の新人交流研修を開始 

③医員規程の改定の実施 

④横浜クリニック独自の評価基準による人事制度：職・階・給与体系の構築 

 

６）教育研修の改革 

①労働者としての研修歯科医の教育  

②大学附属機関として研究部門の強化：臨床研究を中心にした大学院の開講 

 平成 25年 4月より「高度先進臨床口腔医学講座」を開講 

③医科歯科合同のカンファレンスの実施 

 糖尿病を中心として「歯周病科」「糖尿病代謝内科」「眼科」「ドライマウス（口 

 外）」が連携した研修会を実施 

 

（６）施設設備関係 

１）図書支出 

歯科大        １９，７６２，０８９円 

短 大         １，２７６，３０２円 

２）施設関係支出 

資料館開設、正門横看板設置等  ３０，１５７，３９０円 

３）教育研究用機器備品支出 

歯科大              ６８，１２０，７５７円  CampusMagicの導入 

短期大学部            ５，５００，１５２円  実習用ユニット等 

附属病院             ２６，３５０，５９０円  麻酔器等 

横浜クリニック       １７，７０１，０７０円  低温滅菌システム等 

４）その他の機器備品支出  １４，９３６，２５８円 



















Ⅰ資産総額 円

内 基本財産 円

運用財産 円

Ⅱ負債総額 円

Ⅲ正味財産 円

一 資産額

（一） 基本財産

１ 土地 ㎡ 円

２ 建物 ㎡ 円

３ 構築物 件 円

４ 機器備品 円

５ 図書 冊 円

６ 電話加入権 円

（二） 運用財産

１ 預金、現金 円

現金  現金手許有高 円

普通預金・定期預金 円

２ 積立金 円

３ 有価証券 円

４ 未収入金 円

５ その他 円

資産総額 円

二 負債額

１ 固定負債

（１） 退職給与引当金 円

２ 流動負債

（１） 未払金 円

（２） 前受金 円

（３） その他 円

負債総額 円

正味財産（資産総額－負債総額） 円25,480,289,481

4,921,302,115

14,118,600

28,688,137,983

2,278,904,792

336,362,523

502,832,500

3,207,848,502

297,166,970

89,748,687

25,480,289,481

2,436,828,512

11,213,223

4,910,088,892

6,934,501,692

511,523,196

70,001.67

113

231,328

9,047,748,014

697,337,890

655,688

115,081,132

平成26年3月31日

財  産  目  録

金    額区    分

3,711,874,17465,917.13

28,688,137,983

16,009,525,410

12,678,612,573

3,207,848,502
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